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静岡県防災用品普及促進協議会 会則 
 

 

 

設立趣旨 

 静岡県は他県に先駆け地震対策、自主防災組織養成、静岡県独自の防災士制度確立等によ

り、県民の防災意識においては地震対策先進県である。 

近年においては、東海地震・三連動地震などが発生するのではないかと言われている。私共

はあらゆる想定を踏まえた上で県民の安全、非常時の生活のお手伝いをさせて頂くことが出来る

よう自己研鑚を重ね研究・勉強会の中で安心を提供する組織として、有識者はじめ多くの方の助

言をもとに「静岡県防災用品普及促進協議会」を発足することになった。 

協議会は、静岡県及び日本全国に対して来るべき天変地異に備える為、防災用品関連用品

メーカー及び販売会社が主体となり、会員相互・行政・県民との協調連携を踏まえ、防災・減災

意識の向上、非常時の備蓄の必要性を伝えるものとする。 

 

 

 

第１章   総   則 

第１条  名 称 

本会は「静岡県防災用品普及促進協議会」と称する。 

 

第２条  事務所の設置 

1. 本協議会は、主たる事務所を静岡県内に置く。 

2. 本協議会は、総会の議決を経て、従たる事務所を必要な地に置くことが出来る。 

 

第３条  目 的 

本協議会は防災用品の改良・開発を含めた普及促進を目的に、行政・製造者・販売者が連

携し、住民を含め益のある事業を行い近未来に発生が予想される巨大地震発生時に財産・

建物・人的被害を極力軽減する為の工夫をし、県民の防災・減災意識の向上及び緊急時に

おける支援体制の研究に努める。 

 

第４条  運営の原則 

1. 本協議会は、特定の個人または法人その他団体の利益を目的としての事業を行わない。 

2. 本協議会は、これを特定の政党あるいは政治家のために利用しない。 
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第５条  事 業 

本協議会は、その目的達成のために行政や諸団体と連携を図りながら次の事業を行う。 

（1） 県民の防災・減災意識の向上を目的とした啓発事業ならびに防災用品の普及促進を

図る諸事業 

（2） 防災用品の開発、改良ならびにその普及方法に関する調査・研究事業 

（3） 災害発生時における支援体制の調査・研究ならびに構築事業 

（4） 会員の防災に関する知識の向上に資する研修事業 

（5） その他、本協議会の目的達成に必要な事業 

 

 

第２章  会  員 

第６条  会員の種類  

本協議会の会員は以下の 2 種とする。 

（１） 正会員 

（２） 賛助会員 

 

第７条 正会員 

1. 正会員は、静岡県内に本社・工場又は営業所の拠点を持つ防災関連商品の製造者・販

売者で、本会の趣旨及び目的に賛同し、本協議会の運営ならびに事業に携わることの出

来る者とする。 

2. 正会員は、本協議会の運営に関する議決権を有する。 

3. 正会員は、静岡県ふじのくに防災士の講習を受講し、認定証を取得した者を有する法人・

団体、または個人とする。 

4. 上記第 3 項について、日本防災士機構認定の防災士、あるいは静岡県ふじのくに防災士

と同等以上の資格を有すると認められる者は理事会の承認を以って正会員となることがで

きる。 

 

第８条  賛助会員 

1. 賛助会員は、本協議会の趣旨に賛同し、その発展を助成しようとする個人、法人または団

体とする。 

2. 賛助会員は、協議会運営の議決権は有しないが、理事会の承認を得た個別の事業案件

において本協議会の事業に参画することができる。 

 

第９条 会員の義務及び権利 

1. 本協議会の会員は本規定を順守し、本協議会の目的達成に必要な義務を負う。 

2. 本協議会の会員は、入会に際しては入会金を納入し、本規約に定められた会費等を毎年

所定期日迄に納入する義務を負う。 
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3. 正会員は、本規約に定めるものの他、本会の目的達成に必要な全ての事業に参加する権

利を平等に享受する。 

 

第１０条  入会規定 

1. 正会員または賛助会員として入会を希望する者は、入会申込書を会長宛に提出し、理事

会において２/３以上の賛同を得なければならない。 

2. 正会員または賛助会員として入会を希望する者は、別に定める入会金・年会費のほか、ホ

ームページ作成費等の必要経費があれば、これを前納しなければならない。 

3. 正会員として入会を希望する者は、静岡県ふじのくに防災士またはそれと同等と認められ

る資格の認定証の写しを提出する。 

4. 正会員の入会は上記各項の手続き完了後の７月または翌年１月とする。 

5. 賛助会員は上記第１項および第２項に定める手続きを経て随時入会とする。 

 

第１１条  会員資格の喪失 

1. 本協議会の会員が次の各号の一に該当する場合には、その資格を喪失する。 

（１） 会員が退会したとき。 

（２） 会員である法人または団体が消滅したとき。 

（３） 会員が１年以上会費を滞納したとき。 

（４） 正会員にあっては定例会等の会議を１年以上欠席したとき。 

（５） 除名されたとき。 

2. 会員資格を喪失する者は、本協議会の会員標記ならびにロゴマーク等の使用をすみやか

に停止し、本協議会からの貸与品等が有る場合は返納しなければならない。 

 

第１２条  退 会 

正会員・賛助会員は、退会届を提出して任意に退会することが出来る。 

 

第１３条  除 名 

会員が次の各号の一に該当する場合には、総会において出席会員及び委任状で、正会員

総数の２/３以上の議決に基づいて除名することが出来る。 

（１） 協議会に対する義務を怠った会員。 

（２） 本協議会の事業を妨げ、又は妨げようとした会員。 

（３） 本協議会の信用を失う行為をした会員。 

（４） その他前各号に準ずる行為をした会員。 

 

第１４条  休 会 
正会員が休会する場合は理事会に報告し承認を得る。 
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第３章 役  員 

第１５条  役員の種類及び定数 

本協議会の役員は次のとおりとする。 

（１） 会 長 １ 名  

（２） 副会長  ３ 名 以内 

（３） 専務理事 １ 名 

（４） 事務局長 １ 名  

（５） 理事 第４章に定める委員会数に応じた人数 

（６） 監事 ２ 名 

（７） 参 与 必要に応じ１名   

（８） 顧  問 必要に応じ若干名  

 

第１６条  役員の資格及び任免 

参与、顧問を除く役員は、本協議会の正会員であることを要し、総会において選任および解

任される。 

 

第１７条  役員の任期 

役員の任期は２ヶ年とし、再選を妨げない。ただし、役員に事故ある時の代行者の任期は

前任者の残り期間とする。 

 

第１８条  役員の職務 

1. 会長は本協議会を代表し、会務を総理する。 

2. 副会長は会長を補佐し、所務を分掌する。 

3. 専務理事は正副会長を補佐し、内外の連絡調整と円滑な会務運営を行う。 

4. 事務局長は専務理事を補佐し、円滑な会務運営を行う。 

5. 監事は業務の執行ならびに会計の状況を監査する。 

6. 理事は会長及び副会長を補佐し、所務を分掌する。 

 

第１９条  参 与 

1. 本協議会は、必要に応じて参与を１名置くことができる。 

2. 参与は本協議会の目的に賛同する有識者の中から、理事会の推挙により会長がこれを委

嘱する。 

 

第２０条  顧 問 

1. 本協議会は、必要に応じて顧問を置くことができる。 

2. 顧問は本協議会の目的に賛同する有識者の中から、理事会の推挙により会長がこれを委

嘱する。 
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第４章 委員会 

第２１条  委員会の設置 

本協議会は、その目的達成に必要な事項を調査・研究、企画立案、審議し、実施するための

委員会を設置する。 

 

第２２条  委員会の構成 

1. 委員会は委員長１名、副委員長１名以上３名以内、および正会員若干名の委員をもって

構成する。 

2. 委員長ならびに副委員長は、理事のうちから会長が理事会の承認を経て委嘱し、委員は

正会員のうちから委員長が理事会の承認を経て任命する。 

3. 役員を除く正会員は原則として全員がいずれかの委員会に所属しなければならない。 

 

第２３条  委員長ならびに副委員長の職務 

1. 委員長は副会長を補佐し、委員会の運営と事業の企画立案、実施を分掌する。 

2. 副委員長は委員長を補佐し、所務を分掌する。また、委員長に事故ある時はその職務を

代行する。 

 

第２４条  委員会の招集と運営 

1. 委員会は委員長が招集する。 

2. 各委員会の分掌する業務について、その事業計画及び予算計画を委員会で審議し、理

事会への上程、承認を経て執行する。 

3. 全ての事業は各委員会において審議し、理事会への上程、承認を経て実施する。 

 

 

 

第５章 総 会 

第２５条  総会の構成 

本協議会の総会は、正会員をもって構成する。 

 

第２６条  総会の招集 

1. 通常総会は年 1 回、４月の第３木曜日に会長が招集する。 

2. 次に掲げる場合、臨時総会を会長が招集する。 

（１） 会長が必要と認めたとき 

（２） 理事会が招集の必要を決議したとき 
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第２７条  総会の議長 

総会の議長は会長または会長の指名した者がこれにあたる。 

 

第２８条  総会の決議及び評決権 

1. 総会は正会員数の委任状を含む２／３以上の出席により成立し、その議事は出席正会員

の過半数以上の賛成をもってこれを議決する。 

2. 正会員は、やむを得ない理由のため総会に出席できない場合は、あらかじめ通知された

事項について正会員を代理人として表決を委任することができる。 

3. 可否同数の場合は議長がこれを決する。 

 

第２９条  総会の決議事項 

次の各号の事項は、総会の議を経なければならない。 

（１） 定款・諸規定の制定ならびに変更 

（２） 事業計画及び収支予算の決定ならびに変更 

（３） 事業報告及び収支決算、監査報告 

（４） 役員の選任及び解任 

（５） 入会金及び年会費等の額の決定ならびに変更 

（６） その他、理事会で必要と認められた事項 

 

第３０条 総会の議事録 

総会の議事については議事録を作成し、出席した正会員のうちから議事録署名人２名以上の

署名を得なければならない。 

 

 

 

 

第６章 理事会および定例会 
 

第３１条  理事会の開催 

1. 本協議会の理事会は年４回、4 月・7 月・10 月・１月の第 3 木曜日に開催する。 

2. 会長及び副会長が必要と認めた場合、臨時理事会を会長が招集することができる。 

 

第３２条 理事会の構成 

1. 本協議会の理事会は、会長、副会長、会計監事、事務局長、事務局次長、理事をもって

構成する。 

2. 顧問は理事会に出席し、意見を述べることができる。 
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第３３条  理事会の議長 

理事会の議長は会長がこれにあたる。 
 

第３４条 理事会の決議 

理事会は構成員の２／３以上の出席により成立し、その議事は出席理事の過半数を以ってこ

れを決議する。 

 

第３５条 理事会の決議事項 

理事会は次の各号を審議する。 

（１） 総会に上程する議案 

（２） 総会から委託された事項 

（３） 各委員会から上程された議案 

（４） 他、理事会構成員が業務執行上必要と認め上程した議案 

 

第３６条 理事会の報告 

理事会にて承認された事項は定例会等を通じ、正会員に速やかに報告する。 

 

第３７条 定例会 

1. 定例会は年４回、4 月・7 月・10 月・１月の第 3 木曜日に開催する。 

2. 正会員は、定例会に出席し情報の共有と会員の親睦に努める。 

 

 

第７章   会  費 
 

第３８条  運営費 

1. 本協議会の会費は、入会金・正会員会費・賛助会員会費・寄付金・イベント等の販売利益

等とする。 

2. 協議会のイベント等への出展を通じて会員の商品の販売等を行う場合は、運営管理

費として売上の一部を協議会に収めることとし、その運営方法及び金額等について

理事会の承認を得るものとする。 

 

第３９条  正会員の年会費・入会金 

1. 年会費は、講師謝礼・事務局経費実費・連絡費・資料代の他、運営費などの費用負担金

年額 20,000 円・入会金は 30,000 円とする。 

2. 中途入会者の会費は、入会金＋残余期間月数×2,000 円として計算する。 

3. 既納の会費その他の処出金はいかなる場合も返金しない。 
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第４０条  賛助会員の年会費・入会金 

1. 入会金は４５,000 円とし、運営費などの費用負担金は、国内に事業所を置く会員について

は年額 30,000 円、国外に事業所を構える会員については年額 50,000 円とする。 

2. 中途入会者の会費は、入会金＋残余期間月数×2,500 円として計算する。 

3. 既納の会費その他の処出金はいかなる場合も返金しない。 

4. 正会員から賛助会員への中途変更時の年会費等の適用は、変更した翌年度からとする。

賛助会員から正会員への変更についても同様とする。 

 

第４１条  経 費 

1. 特に理事会が承認しイベント・研修会等に参加した場合、別に定める算定基準に基づき交

通費・他の必要経費を支払う。  

2. 会議内容により、当日掛かった実費を出席者で割り徴収することがある。 

 

 

第８章 弔慰・見舞金規定 

第４２条  弔慰金規定 

1. 会員本人、配偶者、本人の両親が死亡した場合の弔意金は 10,000 円とする。 

 

第４３条  見舞金規定 

1. 会員本人が入院（１ヶ月程度）した場合の見舞い金は 5,000 円とする。 

 

 

 

第９章  会   計 
第４４条  会  計 

1. 本会の会計年度は、4 月 1 日より翌年 3 月 31 日までとする。 

2. 本協議会の会計報告及び決算は、会計が作成し会長及び会計監事の監査を経て、その

年の事業年度終了時に総会の承認を得なければならない。 

 

 

第１1 章 付  則 
第４５条  帳  簿 

本会に下記の帳簿を備える。 

（１） 規約 

（２） 役員名簿・会員名簿 

（３） 会議録 

（４） 会計帳簿 

（５） その他必要と認める帳簿。 
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第１2 章 補  足 

第４６条  規約・会則改正 

※ 平成 21 年 8 月 31 日施行  

※ 平成 24 年 4 月 1 日改正   

※ 平成 24 年 8 月 1 日改正 

※ 平成 25 年 4 月 1 日改正 

※ 平成 26 年 4 月 1 日改正施行 

※ 平成 27 年 4 月 16 日改正施行 

※ 平成 28 年 4 月 28 日改正施行 

※ 平成 31 年 4 月 18 日改正施行 


